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天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条

例（令和４年３月天理市条例第13号。以下「条例」という｡)の施行に関し、

必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例によ

る。

（地域住民等の範囲）

第３条 条例第２条第６号の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。

(１) 事業区域が活動範囲に含まれる地方自治法（昭和22年法律第67号）第

2 6 0条の２に規定する地縁による団体その他これに類する団体

(２) 事業の実施により影響を受けることが懸念される農林業その他の産業

を営む者で組織する団体

(３) 前２号に掲げるもののほか、事業の実施により影響を受けることが懸

念されると市長が認める者

（抑制区域）

第４条 条例第９条第２項の規則で定める抑制区域は、次に掲げるものとする。

(１) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第1 9 1号）第10条第１

項の宅地造成等工事規制区域

(２) 河川法（昭和39年法律第1 6 7号）第６条第１項の河川区域及び同法第

54条第１項の河川保全区域

(３) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成12年法律第57号）第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域

(４) 自然公園法（昭和32年法律第1 6 1号）第２条第３号に規定する国定公

園の区域

(５) 奈良県自然環境保全条例（昭和49年３月奈良県条例第32号）第27条第

１項に規定する景観保全地区の区域

(６) 天理市風致地区条例（平成24年12月天理市条例第29号）第４条に規定
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する風致地区の区域

(７) 景観法（平成16年法律第1 1 0号）第８条第２項第１号の規定に基づく

奈良県景観計画により定められた重点景観形成区域（第１種特定区域）

(８) 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和41年法律第

１号）第４条第１項に規定する歴史的風土保存区域

(９) 文化財保護法（昭和25年法律第2 1 4号）第1 0 9条第１項に規定する史

跡名勝天然記念物が所在する区域及びその近接する土地並びに同法第93条

第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地

(10) 奈良県文化財保護条例（昭和52年３月奈良県条例第26号）第38条第１

項に規定する県指定史跡名勝天然記念物が所在する区域及びその近接する

土地

(11) 天理市文化財保護条例（昭和54年６月天理市条例第16号）第５条第１

項に規定する天理市指定文化財のうち記念物が所在する区域及びその近接

する土地

(12) 農用地区域（農地法（昭和27年法律第2 2 9号）第４条第６項第１号イ

に規定するものをいう｡)、甲種農地（同法第４条第６項第１号ロに掲げる

農地のうち市街化調整区域内にある農地法施行令（昭和27年政令第4 4 5号）

第６条に規定する農地をいう｡)の区域及び第１種農地（同法第４条第６項

第１号ロに掲げる農地のうち甲種農地以外のものをいう｡)の区域（電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則

（平成24年経済産業省令第46号）第５条第１項第９号の２に規定する特定

営農型太陽光発電設備を設置する場合を除く｡)

(13) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律

第88号）第28条第１項の鳥獣保護区の区域

（事前協議）

第５条 条例第10条第１項の規定による事前協議は、次に掲げる書類を市長に

提出することにより行うものとする。

(１) 事前協議申請書（様式第１号）

(２) 事業者を証明する書類（個人の場合は住民票、法人の場合は登記事項
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証明書）

(３) 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（平成23年法律第1 0 8号）第９条第３項の規定により認定を受けた場合は、

その事業計画等の写し

(４) 位置図

(５) 事業区域及びその隣接地の公図又は地籍図

(６) 事業区域の土地の登記事項証明書

(７) 事業区域調書（権利者一覧表）（様式第２号）

(８) 現況図（平面図及び縦横断図）

(９) 現況写真（事業区域内及びその周辺の状況が分かるもの）

(10) 土地利用計画図（平面図及び縦横断図）

(11) 工作物設計図（平面図、立面図、断面図及び構造図）

(12) 造成計画図（平面図及び縦横断図）

(13) 排水計画図（平面図）

(14) 資力があることを証する書類（残高証明書、預貯金通帳の写し、融資

証明書等）

(15) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の事前協議が整ったときは、事業者に対し事前協議済書（様

式第３号）を交付するものとする。

（標識の設置）

第６条 条例第11条に規定する標識の設置は、標識（様式第４号）により行う

ものとする。

（説明会の実施）

第７条 条例第12条の規定による説明会は、次に掲げる方法により実施するも

のとする。

(１) 公民館、集会所その他の地域住民等が参加しやすい場所で開催するこ

と。

(２) 多数の参加が見込まれる日時に開催すること。

(３) 必ず１回以上開催し、地域住民等から開催の要望があった場合は、こ
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れに応じること。

(４) 説明会の開催に要する費用は、全て事業者が負担すること。

(５) 事業の計画又はその概要を記載した印刷物の配布その他適切な方法に

より地域住民等に丁寧に説明を行うこと。

(６) 説明会に出席できなかった地域住民等から求めがあった場合は、個別

に説明を行うこと。

（届出）

第８条 条例第13条第１項の規定による届出は、次に掲げる書類を市長に提出

することにより行うものとする。

(１) 事業届出書（様式第５号）

(２) 説明会実施状況報告書（様式第６号）

(３) 誓約書（様式第７号）

(４) 第５条第１項各号の書類の内容に変更があった場合は、変更後の当該

書類

(５) その他市長が必要と認める書類

２ 条例第13条第２項の規定による変更の届出は、事業変更届出書（様式第８

号）を市長に提出することにより行うものとする。

３ 条例第13条第３項の規定による地位の承継の届出は、事業承継届出書（様

式第９号）を市長に提出することにより行うものとする。

（事業終了後の措置）

第９条 条例第14条第１項の規定による届出は、事業終了届出書（様式第10号）

を市長に提出することにより行うものとする。

２ 市長は、事業者に対し、条例第14条第２項及び第３項に規定する太陽光発

電設備の撤去及び廃棄物の処理に充てる費用の積立て等の状況を確認するた

めに必要な書類の提出を求めることができる。

（立入検査）

第10条 条例第16条第２項に規定する証票は、立入検査等をする職員の携帯す

る身分を示す証明書（様式第11号）によるものとする。

（命令、勧告及び指導）
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第11条 条例第17条の規定による命令は、命令書（様式第12号）によるものと

する。

２ 条例第18条の規定による勧告は、勧告書（様式第13号）によるものとする。

３ 条例第19条の規定による指導は、指導書（様式第14号）によるものとする。

（その他）

第12条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この規則は、令和４年７月１日から施行する。

附 則（令和５年６月28日規則第28号）

この規則は、公布の日から施行する。
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様式第１号（第５条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

事前協議申請書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第10条第１項の規

定により、下記のとおり協議を申請します。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地及び面積 天理市 番 ほか 筆

合計面積 ㎡（□公簿・□実測）

３ 発電出力 kW

４ 事業予定期間 年 月 日から 年間

５ 設置工事

(１) 着手予定日 年 月 日から

(２) 完了予定日 年 月 日まで

６ 連絡先

所在地：

担当者氏名：

電話番号：

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名



- 7 -

７ 添付書類

(１) 事業者を証明する書類（個人の場合は住民票、法人の場合は登記事項

証明書）

(２) 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

第９条第３項の規定により認定を受けた場合は、その事業計画等の写し

(３) 位置図

(４) 事業区域及びその隣接地の公図又は地籍図

(５) 事業区域の土地の登記事項証明書

(６) 事業区域調書（権利者一覧表）（様式第２号）

(７) 現況図（平面図及び縦横断図）

(８) 現況写真（事業区域内及びその周辺の状況が分かるもの）

(９) 土地利用計画図（平面図及び縦横断図）

(10) 工作物設計図（平面図、立面図、断面図及び構造図）

(11) 造成計画図（平面図及び縦横断図）

(12) 排水計画図（平面図）

(13) 資力があることを証する書類（残高証明書、預貯金通帳の写し、融資

証明書等）

(14) その他市長が必要と認める書類
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様式第２号（第５条関係）

事業区域調書（権利者一覧表）

１ 権利種別欄は、所有権、抵当権等の権利の種類を記入してください。

２ 地目欄及び地積欄は、登記簿上の地目及び公簿面積を記入してください。

現況地目及び実測面積が登記簿と一致しない場合は、摘要欄にその旨を記入

してください。

３ 同一物件に権利者が２名以上ある場合は、摘要欄にその旨を記入してくだ

さい。

所在及び地番 地目 地積 権利種別
権利者

摘要
氏名 住所
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様式第３号（第５条関係）

第 号

年 月 日

様

天理市長 □印

事 前 協 議 済 書

年 月 日付けで事前協議の申請があった下記の事業について、

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則第５条第２

項の規定により、事前協議が整ったので通知します。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 町 番 ほか 筆

３ 事業区域の面積 合計面積 ㎡（□公簿・□実測）
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様式第４号（第６条関係）

標 識

太陽光発電設備設置計画のお知らせ

事 業 名

着工予定日 年 月 日

完了予定日 年 月 日

事業区域の所在地

事業区域面積 ㎡

発 電 出 力 ｋｗ

事 業 者

住所：

氏名又は名称：

電話番号：

設 計 者

住所：

氏名又は名称：

電話番号：

工事施工者

住所：

氏名又は名称：

電話番号：

（土地利用計画図）

この標識は、天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例の規定によ

り設置したものです。

年 月 日設置
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様式第５号（第８条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

事業届出書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第13条第１項の規

定により、事業の実施について、下記のとおり届け出ます。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地及び面積 天理市 番 ほか 筆

合計面積 ㎡（□公簿・□実測）

３ 発電出力 kW

４ 事業期間 年 月 日から 年間

５ 説明会実施日 年 月 日

６ 事業の概要

(１) 設置工事に関する計画

ア 着手予定日 年 月 日から

イ 完了予定日 年 月 日まで

ウ 施 工 者 住 所

氏 名

電話番号

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名
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エ 設 計 者 住 所

氏 名

電話番号

７ 事業禁止区域・抑制区域の確認

(１) 事業禁止区域 □該当あり（条例第８条第 号に該当）

□該当なし

(２) 抑制区域 □該当あり（規則第４条第 号に該当）

□該当なし

８ 関係法令等の手続状況

関係法令等による許可、認可、届出等の状況

９ 添付書類

(１) 説明会実施状況報告書（様式第６号）

(２) 誓約書（様式第７号）

(３) その他市長が必要と認める書類

※ 事前協議申請書（様式第１号）の添付書類として既に提出されている書類

で内容に変更がある場合は、本届出書に添付して提出するものとする。
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様式第６号（第８条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

説明会実施状況報告書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第12条の規定によ

り、説明会を開催したので、下記のとおり実施状況を報告します。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 説明会の実施状況

(１) 開催日時 年 月 日（ 時 分～ 時 分）

(２) 開催場所

(３) 説明会の参加人数 地域住民等 人 説明者 人

(４) 説明内容

ア 事業区域と周辺区域における自然環境、生活環境及び景観等の保全

に関する事項

イ 災害発生の防止に関する事項(排水設備の整備、傾斜地での安全対

策等)

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名
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ウ 構造の安全性に関する事項

エ 事業期間中の安全管理に関する事項

オ 事業終了後の措置に関する事項

(５) 質問・意見・要望とその対応

(６) その他特記事項

４ 添付書類

(１) 説明会の出席者名簿

(２) 説明会の配布資料

(３) 説明会の議事録

(４) 市長が必要と認める書類
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様式第７号（第８条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

誓約書

私は、天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例、天理市太

陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則その他の関係法令等

を遵守し、下記の事項に配慮することを誓い、地域住民等との間に生活環境の

保全の問題が生じた場合には、責任をもって解決することを誓約します。

記

１ 事業区域の住民等の理解を得るとともに、自然環境及び生活環境の保全に

支障が生じないよう、常時安全かつ良好な状態を維持します。

２ 太陽光発電設備の設置及び管理に関し、設置工事中も含め、苦情、被害及

び紛争が生じたときは、自らの責任と負担において解決に当たります。

３ 太陽光発電設備を第三者に転売し、又は譲渡した場合は、この誓約条項を

相手方に責任をもって承継させます。

４ 天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例の施行に必要な

限度において、事業の状況等について報告を求められた場合には、直ちに報

告します。

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名
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様式第８号（第８条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

事業変更届出書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第13条第２項の規

定により、事業の変更について、下記のとおり届け出ます。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 事業届出日 年 月 日

４ 事業変更の内容

５ 事業変更の理由

６ 添付書類

市長が必要と認める書類

変更前 変更後

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名
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様式第９号（第８条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

事業承継届出書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第13 条第３項の

規定により、事業者の地位の承継について、下記のとおり届け出ます。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地

３ 継承前の事業者の住所及び氏名

住所

氏名

４ 承継年月日

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名



- 18 -

５ 承継の理由

６ 廃棄等費用の確保の方法

７ 連絡先

所在

担当者

電話番号

８ お客様相談先（連絡先とは別に相談先がある場合に記入してください）

所在

担当者

電話番号

９ 添付資料

その他市長が必要と認める書類
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様式第10号（第９条関係）

年 月 日

天理市長 様

住所

氏名 ㊞

電話番号

事業終了届出書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第14条第１項の規

定により、事業の終了について、下記のとおり届け出ます。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 事業届出日 年 月 日

４ 事業終了日 年 月 日

５ 事業終了の理由

６ 撤去及び廃棄処分に関する計画の概要

(１) 撤去予定時期及び撤去事業者

(２) 廃棄処分予定時期及び廃棄処分事業者

(３) 撤去及び廃棄処分に係る費用

７ 添付書類

市長が必要と認める書類

法人その他の団体にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表者の氏名
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様式第11 号（第10 条関係）

（第１面）

（第２面）

写

真

第 号

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書

職 名

氏 名

生年月日 年 月 日生

年 月 日交付

年 月 日限り有効

天理市長 印

この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に丸印のあ

る法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。

法 令 の 条 項 該当の有無
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様式第12号（第11条関係）

第 号

年 月 日

様

天理市長 □印

命令書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第17条の規定によ

り、下記のとおり命令します。

なお、この命令に従わない場合は、同条例第20条第１項の規定により、氏名

及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の

所在地）並びに当該命令の内容を公表することがあります。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 命令事項【措置の期限： 年 月 日】

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、天理市長に対して審査請求を、また、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して６か月以内に、天理市を被告として、処分の取消しの訴えを提起す

ることができます。ただし、審査請求をしたときは、当該審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、裁判所に処分の取消しの訴えを提起し

なければなりません。なお、当該裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。
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様式第13号（第11条関係）

第 号

年 月 日

様

天理市長 □印

勧告書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第18条の規定によ

り、下記のとおり勧告します。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 勧告事項【措置の期限： 年 月 日】
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様式第14号（第11条関係）

第 号

年 月 日

様

天理市長 □印

指導書

天理市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第19条の規定によ

り、下記のとおり指導します。

記

１ 事業名

２ 事業区域の所在地 天理市 番 ほか 筆

３ 指導事項


